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構造改革特別区域計画 
 

1. 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 
  秋田県 
 
2. 構造改革特別区域の名称 
  秋田ＩＴ人材育成特区 
 
3. 構造改革特別区域の範囲 
  秋田県の全域 
 
4. 構造改革特別区域の特性 
（１） 本県工業の特徴 

 本県工業においては、電子部品・デバイスを中心とする加工組立型産業が大きな

ウエイトを占めている。近年の電子情報産業の伸長を背景に平成１５年には全工業

出荷額の３６．２％を占め、リーディング産業となっている。 
 本県では、秋田の強みを生かした工業振興を目指して平成１７年３月に「秋田県

工業振興アクションプラン」を策定し、ものづくり人材の育成や企業支援体制の抜

本的見直しなど環境の整備を推進している。 
 また、平成１６年度から「高速インターネットアクセス網整備促進事業」を実施

して、高速インターネット環境の整備を進めている。 
（２） 本県の雇用対策 

 雇用吸収力の高い企業誘致などによる雇用創出や企業の活性化等を支援するとと

もに、特に厳しい若年者の雇用情勢に対応するため、教育段階における就職支援の

充実や若年者ワンストップセンターでのきめ細かい就業支援など「若年者雇用総合

対策プログラム」を推進している。 
 また、再就職が困難な中高年離職者の早期再就職を支援するため、総合雇用支援

センターにおける支援体制の充実を図っている。 
（３） 本県の人材育成 

 学校教育においては、「ＩＴを適切に活用し、情報を収集・処理・発信・交流でき

る秋田の子ども」育成事業として、中学校までにコンピュータや情報通信ネットワ

ークを学習に活用できる程度の技能、高校までに職場や進学先で活用できる程度の

技能を身に付けることを目標に情報教育を進めている。 
 少子高齢化の進展や若年者の流出により、生産年齢人口は今後も減少となる見通

しであるとともに、就業者一人当たりの労働生産性が全国に比べ低い本県にとって、

経営革新や新分野の進出など企業の競争力強化は必要不可欠であり、人材の育成は
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その中核となる。 
 
5. 構造改革特別区域計画の意義 
（１） ＩＴテクニカルエキスパートの育成 

 すでに我々の社会生活や経済活動において情報システムは不可欠なものとなって

おり、また、企業にとって情報化投資は企業の将来を左右するものとなっている。 
 デジタル放送の普及や音楽産業におけるネットワーク化が急速に進んでいるよう

に、ますます進展する情報システムをいかに早く、効果的に取り込むかが新たな高

度情報化社会を構築する上で重要な課題となっている。 
 このように、ＩＴの技術革新を背景として情報産業がますます主流になると思わ

れるが、特に立地面において不利な位置にある本県産業の活性化を図るためには、

ＩＴを活用した生産性の向上や新事業の創出による産業振興が最も重要な要素とな

る。 
 その中核となるのは、情報サービス企業だけでなく、一般企業においても、高度

な情報処理技術を習得した人材であり、地域においてこうした人材を恒常的に育成

し、産業界に供給することが必要である。 
 また、情報システムを開発する技術者だけでなく、ユーザーとしてシステムを使

いこなせる人材の育成を図ることも重要である。 
 人材育成の方法として、情報処理に関する資格試験の合格率を高めることは、情

報処理のエキスパートの増加を可能とするとともに、情報処理を学ぶ人々のモチベ

ーションを高め、ひいては全体のレベルの底上げを図ることに貢献するものと考え

る。 
 その結果、全体的なレベルの向上が、生産レベルにおける新手法の創出を促すこ

とにもつながっていくと考える。 
（２） 一人一人の能力に応じた体制の確立 

 現在、県内の高等学校、専門学校、大学等においては、生徒のスキルアップを目

指して情報処理に関する資格の取得に取り組んでいるが、当該特例措置を適用する

ことにより、柔軟性を持った履修プログラムの構成や、各学校の特色を生かした講

義が可能となるほか、生徒一人一人の能力・理解力に応じた指導が可能になるなど、

指導体制の充実強化が図られるものと考える。 
 政府はユビキタスネット社会の実現に向けて各種施策の展開を行っているが、今

後、市民生活におけるＩＴの利活用はますます広がりを持つものと思われる。 
 このことは、ＩＴ関連産業のみならず、あらゆる業種においても情報処理技術の

活用が不可欠になることから、情報処理技術を高いレベルで習得した人材の有用性

はますます高まり、こういった人材が多数輩出されることは、雇用のミスマッチの

解消にもつながるものと考える。 
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6. 構造改革特別区域計画の目標 
（１） 個人の能力向上 

 本県では、高等学校教育において「英語とコンピュータが使える秋田の子ども」

の育成を目標に掲げ、実践的な英語力とコンピュータ活用能力の向上を図るほか、

生徒一人一人の生きる力や個性を育むため、インターンシップやボランティア活動

を実施している。 
 このような活動を通じて、自己の適性と能力を見つめ直し、自己実現を可能とす

る職業を選択することが求められている。 
 初級システムアドミニストレータ及び基本情報技術者は、自己のスキルアップと

ともに、各種試験において優遇措置が受けられるなど高い評価を得ているものであ

り、初級システムアドミニストレータ試験及び基本情報技術者試験の合格者数及び

合格率を高めることは、将来の職業に対する意欲と学習意欲を高め、全体のレベル

アップにつながるものと考える。 
 具体的には、以下のとおり。               （単位：人、％） 

平成１７年度（実績） 平成２０年度（目標） 
試験名 

受験者数 合格者数 合格率 受験者数 合格者数 合格率 
初級システ

ムアドミニ

ストレータ

試験 

５５５ １２５ ２２．５ ６００ １８０ ３０．０

基本情報技

術者試験 
５３６ ５８ １０．８ ６００ ９０ １５．０

（２） 雇用ミスマッチの解消 
 平成１８年３月に高等学校を卒業する生徒に対する県内求人数は２，５８２人に

対して県内就職内定者は１，８６６人と、求人数と実際の就職者数には乖離がある。 
 多年にわたる景気の低迷を経て、企業は時間をかけて人材を育成する姿勢を弱め

ており、すでにある程度の水準に達した人材を求めていることが、その要因の一つ

と思われる。 
 今後、県内企業が成長を続けるためには高い能力をもった人材が必要であるとと

もに、それに応える体制を整える必要がある。 
 当該資格は、自治体の入札参加申請において参考とされるなど既に高い評価を得

ており、合格者数を増やすことが企業側の採用意欲を高め、地域の活性化につなが

るものと考える。 
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7. 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 
（１） 県内産業の活性化の促進 

すでに経済のグローバル化を契機として、本県企業も国内のみならず、海外企業

との競争を勝ち抜くためにはさらなる生産性の向上が不可欠であり、高度な情報処

理技術がそれに貢献すると考える。 
 また、新技術や新製品の開発においても、システム開発だけでなく、マーケティ

ングや経営管理において、高い情報処理技術を持った人材が販路の拡大や経営改善

に貢献するものと考える。 
（２） 社会構造の変化への対応 

 本県は、人口減少が始まった国内においても特に高齢化の先進県であり、過疎化

と同時に高齢化が進み、地域によってはコミュニティの維持が困難となりつつある。 
 例えば、移動手段を持たない高齢者に対する遠隔地からの医療サービスが実現さ

れれば、高齢者が安心して暮らせる社会の実現につながるとともに、新たな事業の

可能性が生まれることとなる。 
 今後、団塊世代のリタイアが始まるが、もともと豊かな自然など恵まれた環境を

持つ本県にとって、高齢者が暮らしやすい社会を実現することは、新たな社会ニー

ズに対応した新産業を生み出すことにもつながると思われる。 
 

8. 特定事業の名称 
１１３１（１１４３、１１４５） 

 修了者に対する初級システムアドミニストレータ試験の午         

前試験を免除する講座開設事業 
１１３２（１１４４、１１４６）  

修了者に対する基本情報技術者試験の午前試験を免除する         

講座開設事業 
 

9. 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業に関連す
る事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が必要と認める事項 

（１） 個性と想像力を育む教育の推進 
• 大学の教官や学生を学校に派遣し、小中学生の学習に対する意欲や関心を喚起す

る「学校・大学パートナーシップ事業」を実施するとともに、高校生の職業理解を

進める「高校生インターンシップ推進事業」を実施する。 
• コンピュータを適切に活用し、情報を収集・処理・発信・交流できる児童生徒を

育成する。 
（２） 産業構造の変化に対応した雇用機会の安定的な確保 
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• 若年の求職者に対し、就労に向けたきめ細かな支援を行う総合的なワンストップ

サービスセンター及び県北、県南２カ所に設置しているサテライトセンターを運営

する。 
• 高校生向けの職場見学会の実施や大学生向けのインターンシップ及びオープンハ

ウスを実施する「学卒者県内就職促進事業」を実施する。 
（３） 活力のある秋田の創造に向けた産業の振興 

• 新規創業数の増加と有望なベンチャー企業の育成を図るため、インターネットを

活用した会員制のネットワークを運営する「あきた起業家道場」、創業５年以内の有

望なベンチャー企業に対し、商品開発費や販路開拓費の事業経費を助成する「創業・

ベンチャービジネス支援補助金」、創業準備のための創業準備支援室を整備し、イン

キュベーションマネージャーによる創業・経営指導を行う「プレインキュベーショ

ン事業」などを組み合わせた「新規創業・ベンチャービジネス総合支援事業」を実

施する。 
• 企業が行う新技術・新製品の開発支援や新技術・新製品開発等の研究開発費助成、

産学官連携コーディネーターによる事業プラン策定支援を組み合わせた「新産業創

出産学連携促進事業」を実施する。 
• 県内企業の製品及び商品等について、専門家がマーケティングの視点によるタイ

ムリーな市場評価を行い、助言等により商品開発の効率化を図るとともに、市場性

や完成度が高いと評価された優良製品については販路拡大等の事業展開を支援する。 
• 本県の経済・雇用に波及効果の大きい企業の立地を促進するため、設備投資等に

要する経費の一部を助成する「企業立地促進事業」を実施する。 
（４） 暮らしと産業を豊かにする情報化先進県秋田の創造 

• 県内外のソフトウエア開発等の需要を着実に取り込むため、ＩＴ技術者の技術力

の向上を図る研修と業界の共通課題解決のための研修を集中的に実施するとともに、

企業の業務改善に関する提案力向上のための研修会を実施する。 
• 情報化を進めようとする県内企業に対し、相談窓口の紹介や専門家の派遣などの

情報を提供して支援を行う。 
• 医療、福祉、防災など暮らしを支える「安全・安心」分野や教育分野の各種ネッ

トワークの構築やそのための支援を行うとともに、電子申請、電子申告、電子納品、

電子入札、電子調達など、人々がその利便性を実感できるようＩＴによる行政手続

きを積極的に進める。 
• 暮らしや産業の様々な分野で必要となる光ファイバーを中心とする高速・超高速

情報通信網の整備・拡充について、事業者・市町村などと協働しその整備を促進す

る。 



  
 

別紙１ 
 
１．特定事業の名称 

１１３１（１１４３、１１４５） 修了者に対する初級システムアドミニストレー

タ試験の午前試験を免除する講座開設事業 
 
２．当該規制の特定措置の適用を受けようとする者 
（１）講座の開設者 

株式会社MKpaso（エム・ケイ・パソ） ハロー！パソコン教室鹿角校 
本店所在地：秋田県鹿角市花輪字八正寺５番地の２ 
教室所在地：秋田県鹿角市花輪字下花輪１７１ 

（２）修了認定に係る試験の提供者 
日本ＣＩＷ普及育成協議会（ＪＡＣＣ） 
所在地：東京都中央区京橋１－１１－８ 西銀ビル５F 

 
３．当該規制の特例措置の適用の開始の日 

構造改革特別区域計画の認定の日 
 
４．特定事業の内容 
（１）経済産業大臣が告示で定める履修項目に応じた履修計画 

当該講座の運営に当たって、履修内容の詳細について経済産業大臣もしくは独立

行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）に相談を行い、助言があった場合には対応す

ることとする。 
株式会社MKpaso（エム・ケイ・パソ） ハロー！パソコン教室鹿角校 
初級システムアドミニストレータ試験対策講座 別添１参照 

 
（２）修了認定の基準 
① 民間資格を取得するための試験である「ＣＩＷファンデーション試験」を受験し、

これに合格することにより認定される「ＣＩＷアソシエイト」資格を取得した者の

うち、当該講座に７割以上出席した受講生を、修了認定に係る試験を受験できる有

資格者とする。 
② 有資格者に対し修了認定に係る試験を実施し、ＪＡＣＣの定める合格基準を満た

した者について、修了を認定する。また、次号①ただし書きの規定により、ＩＰＡ

が提供する問題を使用して修了認定に係る試験を実施した場合は、ＩＰＡの定める

合格基準を満たした者について、修了を認定する。 
 
（３）修了認定に係る試験の実施方法 
① 修了認定に係る試験の問題は、ＪＡＣＣが作成し、ＩＰＡの審査によって認定さ

れたものを使用する。ただし、当該審査によって適切であると認められない場合は、



  
 

ＩＰＡが提供する問題を使用する。 
② 修了認定に係る試験会場は、当該規制の特例措置の適用を受けようとする者の施

設とする。 
③ 修了認定に係る試験の採点事務は、当該規制の特例措置の適用を受けようとする

者のうち、ＪＡＣＣが行うものとする。ただし、ＪＡＣＣが認めた場合にあっては、

この事務を指定した者に代行させることができる。 
④ 当該講座の修了を認めた者の氏名、生年月日及び試験結果については、当該民間

資格の取得を証する写しと併せてＩＰＡに通知するものとする。 
 
（４）民間資格の名称及び当該民間資格を取得するための試験の試験項目 
① 資格名称：ＣＩＷアソシエイト 
② 試験科目：ＣＩＷファンデーション 
③ 当該民間資格を取得するための試験の試験項目：表に示すとおり 

 出題分野  試験項目 
インターネットの概論 １ インターネット・コンセプト Ａ 
 ２ インターネット・インフラ 
インターネットの利用 １ Webコンセプト 

２ Webサービスの利用 
Ｂ 

 
３ データ・リサーチ 

C インターネットのメディア １ オブジェクト・データ 
１ セキュリティ・リテラシー 
２ セキュリティ・マネジメント 
３ セキュリティ・テクノロジー 

D セキュリティの技術 

４ ファイアウオール 
１ ｅコマース E ｅビジネスの設計 
２ マネジメント・ナレッジ 
１ ネットワーク・コンセプト Ｆ ネットワークの基礎 
２ ネットワーク・アーキテクチャ 
１ ネットワーク・コンポーネント Ｇ ネットワークの設計 
２ ネットワーク・テクノロジー 
１ インターネット・アーキテクチャ

２ ネットワーク・デザイン 
Ｈ インターネットワーキング 

３ ネットワーク・マネージメント 
１ サービス・コンポーネントⅠ 
２ サービス・コンポーネントⅡ 

Ｉ インターネットサービスの構成 

３ サービス・コンポーネントⅢ 
１ サーバサイド・スクリプト Ｊ システムの開発 
２ データベース 



  
 

１ サイトデザイン・コンセプト Ｋ サイト開発の基礎 
２ HTML 
１ HTMLコーディングⅠ 
２ HTMLコーディングⅡ 
３ HTMLコーディングⅢ 

L サイト開発の実践 

４ HTMLコーディングⅣ 
１ ツールの使用 
２ 拡張言語テクノロジーⅠ 

M サイト開発の応用 

３ 拡張言語テクノロジーⅡ 
当該民間資格を取得するための試験の使用言語：日本語 
当該民間資格を取得するための試験の提供開始日：平成１３年６月 
 

５．当該規制の特例措置の内容 
本特例措置は、当該講座の修了を認められた者が、講座の修了を認められた日から

１年以内に初級システムアドミニストレータ試験を受験する場合において、情報処理

技術者試験規則別表に掲げる当該試験に係る試験の科目のうち、第１号に規定する情

報処理システムに関する基礎知識及び第２号に規定する情報処理システムの活用に関

する共通的知識を免除するものである。 



  
 

別紙２ 

 

１．特定事業の名称 

１１３２（１１４４、１１４６） 修了者に対する基本情報技術者試験の午前試験

を免除する講座開設事業 

 

２．当該規制の特定措置の適用を受けようとする者 

（１）講座の開設者 

【ＣＩＷ併用コース】 

株式会社MKpaso（エム・ケイ・パソ） ハロー！パソコン教室鹿角校 
本店所在地：秋田県鹿角市花輪字八正寺５番地の２ 

教室所在地：秋田県鹿角市花輪字下花輪１７１ 

【サーティファイ併用コース】 

学校法人伊藤学園 秋田情報ビジネス専門学校 

所在地：秋田県秋田市中通４丁目３－１１ 

 
（２）修了認定に係る試験の提供者 
【ＣＩＷ併用コース】 

日本ＣＩＷ普及育成協議会（ＪＡＣＣ） 
所在地：東京都中央区京橋１－１１－８ 西銀ビル５F 

【サーティファイ併用コース】 

株式会社サーティファイ 

所在地：東京都中央区京橋３－３－１４ 京橋ＡＫビル 

 

３．当該規制の特例措置の適用の開始の日 

構造改革特別区域計画の認定の日 

 

４．特定事業の内容 

（１）経済産業大臣が告示で定める履修項目に応じた履修計画 

当該講座の運営に当たって、履修内容の詳細について経済産業大臣もしくは独立

行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）に相談を行い、助言があった場合には対応す

ることとする。 
【ＣＩＷ併用コース】 

株式会社 MKpaso（エム・ケイ・パソ） ハロー！パソコン教室 鹿角校 
基本情報技術者試験対策講座 別添２参照 

【サーティファイ併用コース】 

学校法人伊藤学園 秋田情報ビジネス専門学校 
基本情報技術者講座Ｂ（サーティファイ併用コース） 別添３参照 



  
 

 

（２）修了認定の基準 

【ＣＩＷ併用コース】 

① 民間資格を取得するための試験である「ＣＩＷファンデーション試験」を受験し、

これに合格することにより認定される「ＣＩＷアソシエイト」資格を取得した者の

うち、当該講座に７割以上出席した受講生を、修了認定に係る試験を受験できる有

資格者とする。 
② 有資格者に対し修了認定に係る試験を実施し、ＪＡＣＣの定める合格基準を満た

した者について、修了を認定する。また、次号①ただし書きの規定により、ＩＰＡ

が提供する問題を使用して修了認定に係る試験を実施した場合は、ＩＰＡの定める

合格基準を満たした者について、修了を認定する。 
【サーティファイ併用コース】 

③ 民間資格を取得するための試験である「情報処理技術者能力認定試験（２級）」を

受験し、合格並びに第１部科目合格した者のうち、当該講座に８割以上出席した受

講生を、修了認定に係る試験を受験できる有資格者と定める。 

④ また、民間資格を取得するための試験である「情報処理技術者能力認定試験（２

級）」を受験し、合格並びに第 1部科目合格した者であって、２００７年度ＦＥ講座

－Ａを履修している者にあっては、基本情報技術者講座Ｂ（サーティファイ併用コ

ース)の履修項目と重なっている項目のうち、履修済の項目については履修したもの

とみなし、未履修項目のみを当該講座において履修することにより、修了認定に係

る試験を受験できる有資格者と定める。 

⑤ 有資格者に対し修了認定に係る試験を実施し、株式会社サーティファイが定める

合格基準を満たした者について、修了を認定する。また、次号⑤の規定により、Ｉ

ＰＡが提供する問題を使用して修了認定に係る試験を実施した場合は、ＩＰＡの定

める合格基準を満たした者について、修了を認定する。 

 

（３）修了認定に係る試験の実施方法 

【ＣＩＷ併用コース】 

① 修了認定に係る試験の問題は、ＪＡＣＣが作成し、ＩＰＡの審査によって認定さ

れたものを使用する。ただし、当該審査によって適切であると認められない場合は、

ＩＰＡが提供する問題を使用する。 
② 修了認定に係る試験会場は、当該規制の特例措置の適用を受けようとする者の施

設とする。 
③ 修了認定に係る試験の採点事務は、当該規制の特例措置の適用を受けようとする

者のうち、ＪＡＣＣが行うものとする。ただし、ＪＡＣＣが認めた場合にあっては、

この事務を指定した者に代行させることができる。 



  
 

④ 当該講座の修了を認めた者の氏名、生年月日及び試験結果については、当該民間

資格の取得を証する写しと併せてＩＰＡに通知するものとする。 
【サーティファイ併用コース】 

⑤ 修了認定に係る試験問題は、株式会社サーティファイが作成し、ＩＰＡの審査に

よって認定された問題、または、ＩＰＡが提供する問題を使用する。 

⑥ 経済産業大臣が告示で定める履修項目に応じた履修計画の終了後、２回まで修了

認定に係る試験を実施できるものとする。 

⑦ 修了認定に係る試験会場は、当該規制の特例措置の適用を受けようとする者の施

設とする。 

⑧ 修了認定に係る試験の採点事務は、当該規制の特例措置の適用を受けようとする

者のうち、株式会社サーティファイが行うものとする。ただし、株式会社サーティ

ファイが認めた場合にあっては、この事務を指定した者に代行させることができる。 

⑨ 当該講座の修了を認めた者の氏名、生年月日及び試験結果については、当該民間

資格の取得を証する写しと併せてＩＰＡに通知するものとする。 

 

（４）民間資格の名称及び当該民間資格を取得するための試験の試験項目 
【ＣＩＷ併用コース】 

① 資格名称：ＣＩＷアソシエイト 
② 試験科目：ＣＩＷファンデーション 
③ 当該民間資格を取得するための試験の試験項目：表に示すとおり 
 出題分野  試験項目 

１ インターネット・コンセプト Ａ インターネットの概論 

２ インターネット・インフラ 

１ Ｗｅｂコンセプト 

２ Ｗｅｂサービスの利用 

Ｂ インターネットの利用 

３ データ・リサーチ 

Ｃ インターネットのメディア １ オブジェクト・データ 

１ セキュリティ・リテラシー 

２ セキュリティ・マネジメント 

３ セキュリティ・テクノロジー 

Ｄ セキュリティの技術 

４ ファイアウオール 

１ ｅコマース Ｅ ｅビジネスの設計 

２ マネジメント・ナレッジ 

１ ネットワーク・コンセプト Ｆ ネットワークの基礎 

２ ネットワーク・アーキテクチャ 

Ｇ ネットワークの設計 １ ネットワーク・コンポーネント 



  
 

２ ネットワーク・テクノロジー 

１ インターネット・アーキテクチャ 

２ ネットワーク・デザイン 

Ｈ インターネットワーキング 

３ ネットワーク・マネージメント 

１ サービス・コンポーネントⅠ 

２ サービス・コンポーネントⅡ 

Ｉ インターネットサービスの構成 

３ サービス・コンポーネントⅢ 

１ サーバサイド・スクリプト Ｊ システムの開発 

２ データベース 

１ サイトデザイン・コンセプト Ｋ サイト開発の基礎 

２ ＨＴＭＬ 

１ ＨＴＭＬコーディングⅠ 

２ ＨＴＭＬコーディングⅡ 

３ ＨＴＭＬコーディングⅢ 

Ｌ サイト開発の実践 

４ ＨＴＭＬコーディングⅣ 

１ ツールの使用 

２ 拡張言語テクノロジーⅠ 

Ｍ サイト開発の応用 

３ 拡張言語テクノロジーⅡ 

当該民間資格を取得するための試験の使用言語：日本語 

当該民間資格を取得するための試験の提供開始日：平成１３年６月 

 

【サーティファイ併用コース】 

① 資格名称：情報処理技術者能力認定試験（２級） 

② 試験科目：情報処理技術者能力認定試験（２級第１部） 

③ 当該民間資格を取得するための試験の試験項目：表に示すとおり 

情報処理技術者能力認定試験（２級１部）試験項目 

１ 情報の基礎理論 

 基数変換、データ表現、演算と精度、論理演算、符号理論 

 状態遷移、グラフ理論、オートマトンと形式言語 

 計算量と情報量 

２ データ構造とアルゴリズム 

 データ構造、アルゴリズムの基礎 

 流れ図、決定表、ＢＮ記法、ポーランド記法 

 各種アルゴリズム、アルゴリズムの効率 

３ ハードウェア 

 半導体と集積回路 



  
 

 プロセッサ、動作原理 

 メモリ、記憶媒体、補助記憶装置 

 入出力インタフェース、入出力装置、接続形態・接続媒体 

 コンピュータの種類と特徴 

４ 基本ソフトウェア 

 ＯＳの種類と構成 

 プロセス管理、割込み制御 

 主記憶管理、仮想記憶 

 入出力制御、ジョブ管理 

 ファイル管理、障害管理 

 ヒューマンインタフェース、日本語処理 

 ミドルウェア 

５ システム構成と方式 

 システム構成方式、処理形態 

 システム性能、信頼性 

 応用システム 

６ システム開発と運用 

 プログラム構造、制御構造 

 プログラム言語、言語処理系 

 ＥＵＣ、ＥＵＤ、ソフトウェアの利用 

 開発手法、設計手法、テスト手法 

 システムの環境整備、運用管理 

７ ネットワーク技術 

 プロトコルと伝送制御 

 符号化と伝送技術 

 ＬＡＮとインターネット 

 電気通信サービス 

 ネットワーク性能 

 伝送媒体、通信装置 

 ネットワークソフト 

８ データベース技術 

 データベースモデル 

 データの分析・正規化 

 データ操作 

 データベース言語、ＳＱＬの利用 

 ＤＢＭＳの機能と特徴 

 データベース制御機能（排他制御、リカバリ） 



  
 

９ セキュリティ 

 セキュリティ対策 

 プライバシ保護 

 ガイドライン 

１０ 標準化 

 情報システム基盤の標準化 

 データの標準化 

 標準化組織 

１１ 情報化と経営 

 経営管理（経営戦略、組織と役割、マーケティングなど） 

 情報化戦略（業務改善など） 

 ＩＥ分析手法、管理図 

 確率と統計 

 最適化問題、意志決定理論 

 情報システムの活用（ビジネスシステム、企業間システムなど） 

 関連法規（情報通信、知的財産権） 

 

５．当該規制の特例措置の内容 

本特例措置は、当該講座の修了を認められた者が、講座の修了を認められた日から

１年以内に基本情報技術者試験を受験する場合において、情報処理技術者試験規則別

表に掲げる当該試験に係る試験の科目のうち、第１号に規定する情報処理システムに

関する基礎知識及び第２号に規定する情報処理システムの開発に関する共通的基礎知

識を免除するものである。 


